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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板本体に第１の処理を施す第１の工程と、
　前記第１の処理が施された前記基板本体上に、ＳＨ基およびフルオロ基を有する化合物
を含んで構成された自己組織化膜を形成する第２の工程とを備え、
　表面張力が０．０４０Ｎ／ｍであり、分散質の平均粒径が１０ｎｍであり、分散媒がテ
トラデカンである銀コロイド液の液滴に対する前記自己組織化膜の後退接触角をＡ［°］
、前記自己組織化膜の前記液滴に対する前進接触角をＢ［°］としたとき、Ａ／Ｂ≦０．
６０の関係を満足するように、前記第１の処理の処理条件および前記自己組織化膜の形成
条件を設定することを特徴とする機能性基板の製造方法。
【請求項２】
　前記自己組織化膜の前記液滴に対する後退接触角をＡ［°］、前記自己組織化膜の前記
液滴に対する静止接触角をＣ［°］としたとき、Ａ／Ｃ≦０．７０の関係を満足するよう
に、前記第１の処理の処理条件および前記自己組織化膜の形成条件を設定する請求項１に
記載の機能性基板の製造方法。
【請求項３】
　前記自己組織化膜の前記液滴に対する後退接触角をＡ［°］、前記自己組織化膜の前記
液滴に対する前進接触角をＢ［°］、前記自己組織化膜の前記液滴に対する静止接触角を
Ｃ［°］としたとき、Ｃ－［（Ａ＋Ｂ）／２］≧５．０の関係を満足するように、前記第
１の処理の処理条件および前記自己組織化膜の形成条件を設定する請求項１または２に記
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載の機能性基板の製造方法。
【請求項４】
　前記第１の処理は、酸素プラズマ処理である請求項１ないし３のいずれかに記載の機能
性基板の製造方法。
【請求項５】
　前記酸素プラズマ処理におけるＲＦ強度が０．００５～０．２Ｗ／ｃｍ２である請求項
４に記載の機能性基板の製造方法。
【請求項６】
　前記酸素プラズマ処理における処理ガスの流量が１０～５００ｓｃｃｍである請求項４
または５に記載の機能性基板の製造方法。
【請求項７】
　前記酸素プラズマ処理における雰囲気の温度が０～１００℃である請求項４ないし６の
いずれかに記載の機能性基板の製造方法。
【請求項８】
　前記酸素プラズマ処理の処理時間が１～６００秒である請求項４ないし７のいずれかに
記載の機能性基板の製造方法。
【請求項９】
　前記自己組織化膜は、その構成分子が、前記基板に、０．０１×１０１５～１×１０１

５個／ｃｍ２の割合で吸着することにより形成されたものである請求項１ないし８のいず
れかに記載の機能性基板の製造方法。
【請求項１０】
　請求項１ないし９のいずれかに記載の方法により製造されたことを特徴とする機能性基
板。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の機能性基板の表面に、所定のパターンで液滴を吐出し、前記パター
ンに対応する微細なパターンの薄膜を形成することを特徴とする微細パターンの形成方法
。
【請求項１２】
　前記液滴は、導電性微粒子を含有するものである請求項１１に記載の微細パターンの形
成方法。
【請求項１３】
　請求項１１または１２に記載の微細パターンの形成方法を用いて形成されたことを特徴
とする導電膜配線。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の導電膜配線を備えることを特徴とする電子光学装置。
【請求項１５】
　請求項１３に記載の導電膜配線を備えることを特徴とする電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機能性基板の製造方法、機能性基板、微細パターンの形成方法、導電膜配線
、電子光学装置および電子機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　機能性材料を液体に溶解／分散させて機能性液体とし、それを基板上に塗布、乾燥させ
ることで、機能性薄膜を得ることが可能な、いわゆる液体プロセスについての研究が、低
コスト、環境付加が低い等の点から近年活発に行われている。液体プロセスの一つとして
、インクジェット法が、材料使用量の低減、大型基板への対応性等の点から注目されてい
る。代表的な研究例としては、有機ＥＬや有機ＴＦＴ、金属配線の直接画面等が挙げられ
る。液体プロセスは、その名のとおり、出発原料として液体を用いるために、それを塗布
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する下地の基板の表面状態、特に濡れ性が重要となる。
【０００３】
　濡れ性が良すぎると、液滴は大きく濡れ広がってしまうためパターニングの分解能が悪
くなり、細線化、厚膜化が難しくなる。逆に、濡れ性が悪いと、液滴は塗れず、膜が作製
できなくなるほか、基板上に着弾した液滴が既に基板上にある液滴と合体して液だまり（
バルジ）を生じ、断線、短絡等の問題を引き起こしてしまう。
　ここで、バルジと断線、短絡との関係について説明する。図８は、導電膜配線において
、バルジや断線が発生した状態を示すものである。図８に示すように、導電膜配線Ａ１、
Ａ３、Ａ４上においては、それぞれ、バルジ（液だまり）Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３が発生してい
る。このようなバルジが発生すると、隣接する導電膜配線間のピッチが比較的狭い場合等
に、短絡等を生じ易くなる。図示の構成では、導電膜配線Ａ１上において発生したバルジ
Ｂ１が隣の導電膜配線Ａ２に接触することにより、導電膜配線Ａ１と導電膜配線Ａ２とが
短絡部Ｘ１において短絡している。また、上記のようなバルジは、一般に、周囲の液体が
引き寄せられることにより発生するため、その周囲の液量が相対的に少なくなり、導電配
線の太さのばらつきが大きくなる傾向を示す。そして、このようなばらつきが大きくなる
と、導電膜配線において不本意な断線を発生することがある。図示の構成では、導電膜配
線Ａ１の断線部Ｘ２において断線が発生している。このように、バルジの発生は、導電膜
配線の性能上、致命的な欠陥を招くものである。
【０００４】
　上記のような問題の発生を防止する目的で、特許文献１では、インクジェット法による
膜パターンの形成方法において、吐出を２段階以上で行うとともに、その液滴の吐出位置
および吐出ピッチ、液滴の直径を規定することにより、バルジや断線の発生を防止する方
法が提案されている。しかしながら、この方法では、液滴が十分に乾燥した後に、２段階
目以降の液滴吐出を行う必要があるため、薄膜の形成に非常に長い時間を要し、現実的で
はない。
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－１３３６９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、液体プロセスによる微細パターンの薄膜の形成を確実に行うことが可
能な機能性基板を提供すること、当該機能性基板の製造方法を提供すること、所望のパタ
ーンの薄膜を確実に形成することが可能な微細パターンの形成方法を提供すること、断線
、短絡等のない微細なパターンの導電膜配線を提供すること、当該導電膜配線を備えた電
子光学装置、電子機器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　このような目的は、下記の本発明により達成される。
　本発明の機能性基板の製造方法は、基板本体に第１の処理を施す第１の工程と、
　前記第１の処理が施された前記基板本体上に、ＳＨ基およびフルオロ基を有する化合物
を含んで構成された自己組織化膜を形成する第２の工程とを備え、
　表面張力が０．０４０Ｎ／ｍであり、分散質の平均粒径が１０ｎｍであり、分散媒がテ
トラデカンである銀コロイド液の液滴に対する前記自己組織化膜の後退接触角をＡ［°］
、前記自己組織化膜の前記液滴に対する前進接触角をＢ［°］としたとき、Ａ／Ｂ≦０．
６０の関係を満足するように、前記第１の処理の処理条件および前記自己組織化膜の形成
条件を設定することを特徴とする。
　これにより、液体プロセスによる微細パターンの薄膜の形成に、好適に用いることがで
きる機能性基板の製造方法を提供することができる。また、機能性基板（自己組織化膜）
の表面に、均一な撥液性を付与することができ、微細なパターンの薄膜をより確実に形成
することができる。
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【０００８】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記自己組織化膜の前記液滴に対する後退接触角
をＡ［°］、前記自己組織化膜の前記液滴に対する静止接触角をＣ［°］としたとき、Ａ
／Ｃ≦０．７０の関係を満足するように、前記第１の処理の処理条件および前記自己組織
化膜の形成条件を設定することが好ましい。
　これにより、微細パターンの薄膜の形成により好適に用いることができる。
【０００９】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記自己組織化膜の前記液滴に対する後退接触角
をＡ［°］、前記自己組織化膜の前記液滴に対する前進接触角をＢ［°］、前記自己組織
化膜の前記液滴に対する静止接触角をＣ［°］としたとき、Ｃ－［（Ａ＋Ｂ）／２］≧５
．０の関係を満足するように、前記第１の処理の処理条件および前記自己組織化膜の形成
条件を設定することが好ましい。
　これにより、微細パターンの薄膜の形成により好適に用いることができる。
【００１０】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記第１の処理は、酸素プラズマ処理であること
が好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
【００１１】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記酸素プラズマ処理におけるＲＦ強度が０．０
０５～０．２Ｗ／ｃｍ２であることが好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
【００１２】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記酸素プラズマ処理における処理ガスの流量が
１０～５００ｓｃｃｍであることが好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
【００１３】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記酸素プラズマ処理における雰囲気の温度が０
～１００℃であることが好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
【００１４】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記酸素プラズマ処理の処理時間が１～６００秒
であることが好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
【００１５】
　本発明の機能性基板の製造方法では、前記自己組織化膜は、その構成分子が、前記基板
に、０．０１×１０１５～１×１０１５個／ｃｍ２の割合で吸着することにより形成され
たものであることが好ましい。
　これにより、自己組織化膜の液滴に対する前進接触角を十分に大きいものとしつつ、自
己組織化膜の液滴に対する後退接触角を効果的に小さくさせることができ、より確実に、
Ａ／Ｂ等を好ましい値とすることができる。
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【００１６】
　本発明の機能性基板は、本発明の方法により製造されたことを特徴とする。
　これにより、液体プロセスによる微細パターンの薄膜の形成に、好適に用いることがで
きる機能性基板を提供することができる。
　本発明の微細パターンの形成方法は、本発明の機能性基板の表面に、所定のパターンで
液滴を吐出し、前記パターンに対応する微細なパターンの薄膜を形成することを特徴とす
る。
　これにより、所望のパターンの薄膜を確実に形成することが可能な微細パターンの形成
方法を提供することができる。
【００１７】
　本発明の微細パターンの形成方法では、前記液滴は、導電性微粒子を含有するものであ
ることが好ましい。
　これにより、例えば、十分な膜厚を有し、電気伝導に有利で、断線や短絡等の不良が生
じにくく、しかも微細な導電膜配線を形成することができる。
　本発明の導電膜配線は、本発明の微細パターンの形成方法を用いて形成されたことを特
徴とする。
　これにより、十分な膜厚を有し、電気伝導に有利で、断線や短絡等の不良が生じにくく
、しかも微細な導電膜配線を提供することができる。
【００１８】
　本発明の電子光学装置は、本発明の導電膜配線を備えることを特徴とする。
　これにより、信頼性の高い電子光学装置を提供することができるとともに、当該電子光
学装置の小型化、薄型化を図ることができる。
　本発明の電子機器は、本発明の導電膜配線を備えることを特徴とする。
　これにより、信頼性の高い電子機器を提供することができるとともに、当該電子機器の
小型化、薄型化を図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下、本発明の機能性基板の製造方法、機能性基板、微細パターンの形成方法、導電膜
配線、電子光学装置および電子機器の好適な実施形態について、添付図面を参照しつつ詳
細に説明する。
　まず、本発明の機能性基板およびその製造方法について説明する。なお、以下の説明で
は、機能性基板の一例として、導電性微粒子を含有した液体を用いた液滴法により微細パ
ターンとしての導電膜配線が形成される機能性基板を例に挙げて説明するが、本発明は、
導電膜配線以外の微細パターンが形成される機能性基板や、微細パターンの形成以外に用
いられる機能性基板等に適用されるものであってもよい。
【００２０】
［機能性基板］
　図１は、本発明の機能性基板の一例を模式的に示す図、図２は、前進接触角、後退接触
角および静止接触角を説明する図である。
　図１に示すように、機能性基板１は、基板本体１０と、その表面に設けられた自己組織
化膜２０とを有している。
【００２１】
　自己組織化膜２０は、分子の一端の官能基が基材（基板本体）を構成する原子と選択的
に化学吸着することにより得られる膜である。このような自己組織化膜２０は、その構成
分子の官能基（特に、基材に化学吸着するのとは反対側の末端基）の種類等を選択するこ
とにより、親液性や疎液性、光学特性、電機特性等の物理化学的特性を調節することがで
きる。
【００２２】
　ところで、このような自己組織化膜を備えた部材（機能性基板）を用いる液体プロセス
についての研究が、近年盛んに行われてきている。上述したように、自己組織化膜は、そ
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の構成分子の官能基（特に、基材に化学吸着するのとは反対側の末端基）の種類等を選択
することにより、各種特性を調節することが可能であるため、例えば、疎液性（撥液性）
の高い自己組織化膜を形成し、線幅の小さい微細パターンを形成する試みがある。しかし
ながら、自己組織化膜の疎液性が大きすぎると、液体の濡れ広がりが防止される一方で、
液体自身の表面張力の影響で液滴が集まり（凝集し）、バルジ（液だまり）を形成し易く
なる。このバルジの形成によって、細線を形成しようとした場合、所望の微細パターンを
形成するのが困難となる。
【００２３】
　そこで、本発明者は、液体が自己組織化膜上で必要以上に濡れ広がるのを防止しつつ、
一旦自己組織化膜上に付与された液体が凝集するのを防止し、所望の微細パターンの形成
に好適に用いることが可能な機能性基板を提供する目的で鋭意研究を行った。その結果、
以下に詳述するような接触角についての関係を満足するような条件で、基板本体に対する
処理（第１の工程）および自己組織化膜の形成（第２の工程）を行うことにより、上記の
ような目的を達成できることを見出した。
【００２４】
＜接触角の関係＞
　機能性基板１は、自己組織化膜２０の所定の液滴９０に対する後退接触角をＡ［°］、
自己組織化膜２０の液滴９０に対する前進接触角をＢ［°］としたとき、Ａ／Ｂ≦０．６
０の関係を満足する。このような関係を満足することにより、自己組織化膜２０上に付与
された液体が必要以上に濡れ広がるのを防止しつつ、一旦自己組織化膜２０上に付与され
た前記液体が凝集するのを防止することができる。これにより、機能性基板１を、液体プ
ロセスによる微細パターンの薄膜の形成に適用した場合に、不本意な断線やバルジ等の不
都合の発生を確実に防止することができる。すなわち、機能性基板１を、液体プロセスに
よる微細パターンの薄膜の形成に好適に適用することができる。このように、機能性基板
１は、Ａ／Ｂ≦０．６０の関係を満足するものであるが、０＜Ａ／Ｂ≦０．３０の関係を
満足するものであるのがより好ましく、０．１５≦Ａ／Ｂ≦０．３０の関係を満足するも
のであるのがさらに好ましい。これにより、上述したような効果はさらに顕著なものとし
て発揮される。
【００２５】
　なお、本発明において、静止接触角とは、図２（ａ）に示すように、静止液体の自由表
面が水平な基板表面に接する場所において液面と基板表面とのなす角のことを指す。また
、前進接触角とは、図２（ｂ）に示すように、液滴を表面が平坦な基板に置いた状態で、
当該基板を徐々に傾斜させていき、液滴が下方に滑落移動を開始した時点における、傾斜
する基板表面のうち傾斜前方側（傾斜下方側）における液面と基板表面とのなす角のこと
を指し、後退接触角とは、前記液滴が前記滑落移動を開始した時点における、傾斜する基
板表面のうち傾斜後方側（傾斜上方側）における液面と基板表面とのなす角のことを指す
。なお、これらは、いずれも、室温（２５℃）での接触角である。
【００２６】
　また、自己組織化膜２０の液滴９０に対する後退接触角をＡ［°］、自己組織化膜２０
の液滴９０に対する静止接触角をＣ［°］としたとき、Ａ／Ｃ≦０．７０の関係を満足す
るのが好ましく、０＜Ａ／Ｃ≦０．５０の関係を満足するのがより好ましく、０．２５≦
Ａ／Ｃ≦０．３５の関係を満足するのがさらに好ましい。このような関係を満足すること
により、上述したような効果はさらに顕著なものとして発揮される。
【００２７】
　また、自己組織化膜２０の液滴９０に対する後退接触角をＡ［°］、自己組織化膜２０
の液滴９０に対する前進接触角をＢ［°］、自己組織化膜２０の液滴９０に対する静止接
触角をＣ［°］としたとき、Ｃ－［（Ａ＋Ｂ）／２］≧５．０の関係を満足するのが好ま
しく、７．０≦Ｃ－［（Ａ＋Ｂ）／２］≦２０．０の関係を満足するのがより好ましく、
７．０≦Ｃ－［（Ａ＋Ｂ）／２］≦１５．０の関係を満足するのがさらに好ましい。この
ような関係を満足することにより、上述したような効果はさらに顕著なものとして発揮さ
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れる。
【００２８】
　自己組織化膜２０の液滴９０に対する後退接触角Ａの具体的な値は、特に限定されない
が、０～４５°であるのが好ましく、０～２０°であるのがより好ましく、０～１５°で
あるのがさらに好ましい。後退接触角が前記範囲内の値であると、機能性基板１上におい
て液滴９０がより動きにくくなり、上述したような効果をさらに顕著なものとして発揮さ
せることができる。
【００２９】
　自己組織化膜２０の液滴９０に対する前進接触角Ｂの具体的な値は、特に限定されない
が、４５～７５°であるのが好ましく、５０～７０°であるのがより好ましく、５５～６
５°であるのがさらに好ましい。前進接触角が前記範囲内の値であると、上述したような
効果をさらに顕著なものとして発揮させることができる。
　自己組織化膜２０の液滴９０に対する静止接触角Ｃの具体的な値は、特に限定されない
が、３０～７０°であることが好ましく、３５～６０°であることがより好ましく、４０
～５０°であることがさらに好ましい。静止接触角が前記範囲内の値であると、上述した
ような効果をさらに顕著なものとして発揮させることができる。
【００３０】
［機能性基板の製造方法］
　次に、上記のような接触角の関係を満足する機能性基板１の製造方法について説明する
。
　機能性基板１は、基板本体に第１の処理を施す第１の工程と、第１の処理が施された基
板本体１０上に自己組織化膜２０を形成する第２の工程とを有する方法により製造される
。
【００３１】
＜基板本体＞
　第１の処理が施される基板本体１０は、後述する自己組織化膜２０を構成する分子（自
己組織化分子）が化学結合するものであればいかなる材料で構成されたものであってもよ
いが、例えば、Ｓｉウエハー、石英ガラス、ガラス、金属板等各種のものを用いることが
できる。また、これら各種の素材基板の表面に半導体膜、金属膜、誘電体膜等が下地層と
して形成されたものを基板本体１０として用いてもよい。
【００３２】
＜第１の工程＞
　上記のような基板本体１０に第１の処理を施す（第１の工程）。
　このように、自己組織化膜２０の形成に先立ち、基板本体１０に対する処理を行うこと
により、例えば、基板本体１０の表面に、微視的な凹凸部や自己組織化膜２０を構成する
分子が結合し難い欠陥部（欠陥サイト）を形成することができる。これにより、基板本体
１０への自己組織化膜２０の構成分子の結合し易さ（結合速度（反応速度）や結合量（結
合密度））等を容易に制御することができるようになる。特に、自己組織化膜２０の構成
分子の結合し易さを低下させることにより、後述する第２の工程で、（微視的に）基板本
体１０の表面に自己組織化膜２０の構成分子（以下、単に「構成分子」とも言う）が結合
していない部分を形成することができる。すなわち、自己組織化膜２０の密度を低下させ
ることができる。また、直鎖状の構成分子が電極の表面に対して立ちにくくなり、横にな
る成分が多くなる。この結果、静止接触角等には大きな違いが見られないが、後退接触角
が著しく低下し、上述したような関係を満足する機能性基板１を得ることが可能となる。
【００３３】
　このような第１の工程は、いかなる方法、条件で行うものであってもよいが、酸素プラ
ズマ処理を施すものであるのが好ましい。酸素プラズマ処理を行うことにより、基板本体
１０の表面を清浄化するとともに、基板本体１０全体としての損傷等を十分に防止しつつ
、基板本体１０の表面に、凹凸部や自己組織化膜２０を構成する分子が結合し難い欠陥部
（欠陥サイト）を、容易かつ確実に形成することができる。
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【００３４】
　なお、第１の工程は、いかなる方法で行うものであってもよいが、例えば、ＵＶオゾン
処理等を行った場合には、基板本体１０の表面を清浄化することができるものの、微視的
な凹凸部や欠陥部（欠陥サイト）を形成することが困難である。このため、後述する第２
の工程で、自己組織化膜は基板上に密に形成され、均一な表面を有するものとなってしま
い、上述したような本発明の効果を得るのは困難である。
【００３５】
　以下、第１の処理としての酸素プラズマ処理について説明する。
　酸素プラズマ処理は、例えば、プラズマ処理装置を用いて、チャンバ内を１０－４Ｔｏ
ｒｒ程度に減圧した後、酸素ガスに置換し、ＲＦ発振パワーにて酸素プラズマを励起し、
基板本体１０をその酸素プラズマ中で保持することにより、行うことができる。
　酸素プラズマ処理時における処理ガスの流量は、特に限定されないが、１０～５００ｓ
ｃｃｍであるのが好ましく。５０～４００ｓｃｃｍであるのがより好ましく、５０～１５
０ｓｃｃｍであるのがさらに好ましい。
【００３６】
　また、ＲＦ強度は、特に限定されないが、例えば、０．００５～０．２Ｗ／ｃｍ２であ
るのが好ましく、０．０５～０．１Ｗ／ｃｍ２であるのがより好ましく、０．０５～０．
０７Ｗ／ｃｍ２であるのがさらに好ましい。
　酸素プラズマ処理の時間は、特に限定されないが、例えば、１～６００秒であるのが好
ましく、１８０～６００秒であるのがより好ましく、３００～６００秒であるのがさらに
好ましい。
【００３７】
　また、酸素プラズマ処理における雰囲気の温度は、特に限定されないが、例えば、０～
１００℃であるのが好ましく、１０～５０℃であるのが好ましく、１５～３０℃であるの
がさらに好ましい。
　また、酸素プラズマ処理における基板本体の加熱温度は、特に限定されないが、例えば
、０～１００℃であるのが好ましく、１０～５０℃であるのがより好ましく、１５～３０
℃であるのがさらに好ましい。
【００３８】
　酸素プラズマ処理の条件を上記のように設定することで、基板本体１０表面に、微視的
な凸凹部を適切に形成することが可能となる。また、自己組織化膜２０の構成分子が吸着
できない微視的な欠陥サイトを適切に生成することも可能になる。これに対し、酸素プラ
ズマ処理の各条件が前記範囲から外れると、自己組織化膜が吸着できない欠陥サイトが十
分に生成されず、本発明の目的を達成することが困難になったり、欠陥サイトが過剰に生
成され、自己組織化膜の形成が妨げられる可能性がある。
【００３９】
＜第２の工程＞
　次に、第１の処理が施された基板本体１０の表面に、自己組織化膜２０を形成する。
自己組織化膜２０は、通常、鎖状構造を有する有機分子で構成され、自己組織化膜（自己
組織化単分子膜：ＳＡＭ（Self Assembled Monolayer））とも呼ばれる。自己組織化膜２
０の構成分子は、一般に、基板に結合可能な官能基と、その反対側に親液基あるいは撥液
基といった基板の表面性を改質する（表面エネルギーを制御する）官能基と、これらの官
能基を結ぶ炭素の直鎖あるいは一部分岐した炭素鎖を備えており、基板に結合して自己組
織化して分子膜、例えば単分子膜を形成するものである。
【００４０】
　自己組織化膜２０の構成分子として、例えばフルオロアルキルシランを用いた場合には
、膜の表面にフルオロアルキル基が位置するように各化合物が配向されて自己組織化膜が
形成されるので、膜の表面には（マクロ的に）均一な撥液性が付与される。
　このような自己組織化膜を形成する化合物（分子）としては、例えば、ヘプタデカフル
オロ－１，１，２，２テトラヒドロデシルトリエトキシシラン、ヘプタデカフルオロ－１
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，１，２，２テトラヒドロデシルトリメトキシシラン、ヘプタデカフルオロ－１，１，２
，２テトラヒドロデシルトリクロロシラン、トリデカフルオロ－１，１，２，２テトラヒ
ドロオクチルトリエトキシシラン、トリデカフルオロ－１，１，２，２テトラヒドロオク
チルトリメトキシシラン、トリデカフルオロ－１，１，２，２テトラヒドロオクチルトリ
クロロシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン等のフルオロアルキルシラン（
以下「ＦＡＳ」という）、ＳＨ基およびフルオロ基を有する化合物等を挙げることができ
る。使用に際しては、一つの化合物を単独で用いるのも好ましいが、２種以上の化合物を
組み合わせて使用しても、本発明の目的を損なわなければ制限されない。また、本発明に
おいては、前記の自己組織化膜を構成する化合物として、上記のような化合物を用いるこ
とにより、形成される自己組織化膜２０の基板本体１０との密着性および撥液性を特に優
れたものとすることができる。
【００４１】
　ＦＡＳは、一般的に構造式ＲｎＳｉＸ(4-n)で表される。ここでｎは１以上３以下の整
数を表し、Ｘはメトキシ基、エトキシ基、ハロゲン原子等の加水分解基である。またＲは
フルオロアルキル基であり、（ＣＦ3）（ＣＦ2）ｘ（ＣＨ2）yの（ここでｘは０以上１０
以下の整数を、ｙは０以上４以下の整数を表す）構造を持ち、複数個のＲまたはＸがＳｉ
に結合している場合には、ＲまたはＸはそれぞれすべて同じでも良いし、異なっていても
よい。Ｘで表される加水分解基は加水分解によりシラノールを形成して、例えば、基板（
ガラス、シリコン）等の下地のヒドロキシル基と反応してシロキサン結合で基板と結合す
る。一方、Ｒは表面に（ＣＦ3）等のフルオロ基を有するため、基板等の下地表面を濡れ
ない（表面エネルギーが低い、撥液性が高い）表面に改質する。
【００４２】
　また、ＳＨ基およびフルオロ基を有する化合物（以下、単に「チオール化合物」とも言
う）としては、例えば、一般式：ＣＦ３（ＣＦ２）ｍ（ＣＦ２）ｎＳＨ（ただし、ｍは１
～３５の整数を示し、ｎは２～３３の整数を示す。）で表される化合物等を挙げることが
できる。
　また、前記一般式において、ｍ／ｎは、０．２５～１８なる関係を満足するのが好まし
く、０．２５～１０なる関係を満足するのがより好ましく、１～７なる関係を満足するの
がさらに好ましい。これにより、前記一般式で表される化合物は、この分子構造中に占め
るフルオロ基の割合が十分に高くなり、特に高い撥水性を発揮するようになる。
　また、チオール化合物は、その炭素数が４～４５であるのが好ましく、１０～４２であ
るのがより好ましい。
【００４３】
　なお、チオール化合物としては、その他、例えば、ＳＨ基を有する飽和炭化水素類また
はその誘導体を用いることができる。この誘導体としては、ＳＨ基と反対側の端部に、例
えば、ＯＨ基、ＮＨ２基、ＣＯＯＨ基等が導入されたものが挙げられる。
　自己組織化膜２０の形成（第２の工程）は、いかなる方法、条件で行うものであっても
よい。
【００４４】
　以下、代表的に、化学気相成長法によりＦＡＳで構成された自己組織化膜２０を形成す
る方法、条件について説明する。
　図３は、化学気相成長法による、ＦＡＳ処理装置３０の構成図である。ＦＡＳ処理装置
３０は、基板本体１０上にＦＡＳで構成された自己組織化膜２０を形成するものである。
図３に示すように、ＦＡＳ処理装置３０は、チャンバ３１と、チャンバ３１内に設けられ
、基板本体１０を保持する基板ホルダ３２と、液相状態のＦＡＳ（液体ＦＡＳ）を収容す
る容器３３とを備えている。基板ホルダ３２は基板本体１０上のパターン形成領域以外の
部分を保持する。そして、室温環境下で、チャンバ３１内に基板本体１０と液体ＦＡＳを
収容した容器３３とを放置しておくことにより、容器３３内の液体ＦＡＳが容器３３の開
口部３４からチャンバ３１に気相となって放出され、例えば２～３日程度で、基板本体１
０上にＦＡＳで構成された自己組織化膜２０が成膜される。また、チャンバ３１全体を１
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００℃程度に維持することにより、３時間程度で基板本体１０上に自己組織化膜２０を成
膜することもできる。
【００４５】
　ここで図１は、自己組織化膜２０を形成する化合物として、フルオロアルキルシラン（
ＦＡＳ）を用いた場合の基板本体１０の表面状態を示す模式図である。図１に示すように
、外表面側にフルオロアルキル基が位置するように化合物が配向されて自己組織化膜２０
が形成されるが、酸素プラズマ処理（第１の処理）が施された基板本体１０上には、微視
的な凹凸部が形成されており、フルオロアルキルシランもその形状にあわせてランダムな
配向となる。また、フルオロアルキルシランが吸着できない欠陥サイトが適切に生成され
ており、自己組織化膜２０の密度が低下する。これらのことから、当該分子が持つ機能性
を保持しつつ、液滴との後退接触角を下げることができる。その結果、静止接触角、前進
接触角等が高いとしても、後退接触角を低くすることができ、例えば、液体プロセスにお
いて、所定の液滴を好適に基板（機能性基板）上に塗布（付与）することが可能となる。
また、欠陥サイトの存在により自己組織化膜２０の吸着量が少なくなることで、自己組織
化膜２０の密度が下がり、その効果を一層顕著にすることが可能となる。
【００４６】
　自己組織化膜２０の最大厚さとしては、有機化合物の結合基から置換基までの長さより
小さくなっているのが好ましい。これにより、前述した効果をさらに顕著なものとして発
揮させることができる。
　上記のような条件で化学気相成長法を行うことにより、構成分子が結合し得る部分が残
存することで、前述した効果をさらに顕著なものとして発揮させることができる。これに
対し、上記のような条件を満足しないと、自己組織化膜２０が十分に生成されず液滴との
静止接触角が小さいままとなったり、自己組織化膜２０が密に形成され、液滴との後退接
触角が大きくなってしまう可能性がある。
【００４７】
　また、自己組織化膜２０は、例えば、自己組織化膜２０の構成分子を含む液体（自己組
織化膜形成用液体）を、酸素プラズマ処理（第１の処理）が施された基板本体１０の表面
に接触させることにより形成することもできる。
　自己組織化膜形成用液体を基板本体１０の表面に接触させる方法としては、例えば、基
板本体１０を有機膜形成用液に浸漬する方法、基板本体１０に有機膜形成用液をシャワー
状に噴霧する方法、基板本体１０を有機膜形成用液に接触させる方法等を用いることがで
きる。
【００４８】
　また、処理液を調製するのに用いる溶媒としては、例えば、エタノール、クロロホルム
、ジクロロメタン、ジメチルホルムアミド、１，４－ジオキサン、酢酸ブチル、キシレン
、プロパノール、水等が挙げられ、これらを単独または混合して用いることができる。
　また、第２の工程の処理時間は以下の条件Ｉを満たすように設定することが好ましい。
Ｉ：基板本体１０の表面へ結合した自己組織化分子の数が、好ましくは０．０１×１０１

５～１×１０１５個／ｃｍ２程度、より好ましくは０．１×１０１５～１×１０１５個／
ｃｍ２程度、さらに好ましくは０．５×１０１５～０．９５×１０１５個／ｃｍ２程度で
あることが好ましい。
【００４９】
　以上のようにして製造される本発明の機能性基板１は、自己組織化膜２０の構成分子の
うち基板本体１０上で横になった状態の成分が相当量含まれ、表面に形成された自己組織
化膜２０の密度が比較的低いものとなる。これにより、当該機能性基板を用いて液滴法に
より微細パターンを形成する場合、液滴との後退接触角を下げることができる。その結果
、静止接触角等が高いとしても、例えば、断線やバルジの発生を効果的に防止することが
でき、微細な薄膜パターンを形成することができる。
　さらに、自己組織化膜の機能特性に着目した場合には、自己組織化膜の濡れ性が悪い場
合であっても、この手法を用いることで、高機能自己組織化膜を液体プロセスで好適に使
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用することが可能となる。
【００５０】
［微細パターンの形成方法］
　次に、本発明の機能性基板を用いて、当該機能性基板上に微細パターンを形成する方法
について説明する。以下の説明では、本発明の微細パターン形成方法の一例として、導電
膜配線の形成方法を例に挙げて説明するが、本発明は、導電膜配線以外の微細パターンを
形成する場合にも適用可能である。なお、本発明において、「微細パターン」とは、例え
ば、形成すべきパターンが、１００μｍ以下の線幅の部位を有するもの等のように、十分
に微細なパターンを有するもののことを指す。
　本実施形態に係る導電膜配線（微細パターン）の形成方法は、機能性基板の表面（自己
組織化膜が設けられた側の表面）に、所定のパターンで、導電性微粒子を含有する分散液
（液体）を液滴として吐出する吐出工程と、吐出された分散液中に含まれる分散媒を除去
する分散媒除去工程とを有している。
【００５１】
＜吐出液（分散液）＞
　まず、機能性基板上に吐出する液体（吐出液）について説明する。
　吐出液としては、その液滴が、機能性基板１の自己組織化膜２０の表面に対して上述し
たような接触角の関係を満足するものであればいかなるものを用いてもよい。
　本実施形態では、吐出液として導電性微粒子が分散媒中に分散した分散液を用いる。
　分散液を構成する導電性微粒子としては、例えば、金、銀、銅、パラジウム、ニッケル
等の金属材料を含む微粒子（金属微粒子）の他、導電性ポリマーや超電導体の微粒子等が
挙げられる。これらの導電性微粒子は、分散性を向上させるために表面に有機物等をコー
ティングして用いることもできる。
【００５２】
　導電性微粒子の平均粒径は１ｎｍ～０．１μｍであるのが好ましい。導電性微粒子の平
均粒径が前記上限値を超えると、後述する吐出工程において、ノズルの目詰まりが発生し
易くなり、インクジェット法による吐出が困難になる可能性がある。
　分散液を構成する分散媒は、特に限定されないが、室温での蒸気圧が、０．００１～２
００ｍｍＨｇ（約０．１３３～２６６００Ｐａ）であるものが好ましく、０．００１～５
０ｍｍＨｇ（約０．１３３～６６５０Ｐａ）であるものがより好ましい。蒸気圧が前記下
限値未満であると、乾燥が遅くなり膜中に分散媒が残留しやすくなり、後の分散媒除去工
程を施したとしても、良質の導電膜を得るのが困難となる。一方、蒸気圧が前記上限値を
超えると、インクジェット法で液滴を吐出する際に乾燥によるノズルの目詰まりが起こり
易く、安定な吐出が困難となる可能性がある。
【００５３】
　分散液を構成する分散媒としては、上記の導電性微粒子を分散できるものであれば特に
限定されないが、例えば、水の他に、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノー
ル等のアルコール類、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、デカン、ドデカン、テトラデカン、
ヘキサデカン、トルエン、キシレン、シメン、デュレン、インデン、ジペンテン、テトラ
ヒドロナフタレン、デカヒドロナフタレン、シクロヘキシルベンゼン等の炭化水素系化合
物、またエチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、
エチレングリコールメチルエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジ
エチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、１
，２－ジメトキシエタン、ビス（２－メトキシエチル）エーテル、ｐ－ジオキサン等のエ
ーテル系化合物、更にプロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトン、Ｎ－メチル－２－
ピロリドン、ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、シクロヘキサノン等の極性
化合物を挙げられ、これらから選択される１種または２種以上を組み合わせて用いること
ができる。これらのうち、微粒子の分散性と分散液の安定性、またインクジェット法への
適用のし易さの点で、水、アルコール類、炭化水素系化合物、エーテル系化合物が好まし
く、水、炭化水素系化合物がより好ましい。
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　分散液中における分散質濃度は、形成すべき導電膜の膜厚等により異なるが、１～８０
質量％であるのが好ましい。
【００５４】
　また、分散液の表面張力は、０．０２～０．０７Ｎ／ｍであるのが好ましい。分散液の
表面張力が前記下限値未満であると、インクジェット法にて液体を吐出する際に、分散液
のノズル面に対する濡れ性が増大するため飛行曲りが生じ易くなる。一方、分散液の表面
張力が前記上限値を超えると、インクジェット法にて液体を吐出する際に、ノズル先端で
のメニスカスの形状が安定しないため吐出量、吐出タイミングの制御が困難になる可能性
がある。
【００５５】
　表面張力を調整するため、上記分散液には、フッ素系、シリコーン系、ノニオン系等の
表面張力調節剤を添加することができる。ノニオン系表面張力調節剤は、液体の基板への
濡れ性を良好化し、膜のレベリング性を改良し、塗膜のぶつぶつの発生の発生等の防止に
役立つものである。
　また、分散液の粘度は０．５～５０ｍＰａ・ｓであるのが好ましい。分散液の粘度が前
記下限値未満であると、インクジェット法にて吐出する際に、ノズル周辺部が分散液の流
出により汚染され易くなる。一方、分散液の粘度が前記上限値を越えると、インクジェッ
ト法にて吐出する際に、ノズル孔での目詰まり頻度が高くなり円滑な液滴の吐出が困難と
なる可能性がある。
【００５６】
＜吐出工程＞
　上記のような分散液（液体）の液滴を、機能性基板１の表面（自己組織化膜２０が設け
られた側の表面）に吐出する（吐出工程）。
　本実施形態では、線幅が２０～６０μｍの細線で構成された微細パターンを形成する場
合について説明する。まず、上記分散液の液滴をインクジェットヘッドから吐出して、当
該液滴を、基板上の配線形成領域に形成すべき微細パターンに対応するパターンで付与す
る。
　インクジェットの吐出方式としては、圧電体素子の体積変化により液体材料を吐出させ
るピエゾジェット方式であっても、熱の印加により急激に蒸気が発生することにより液体
材料の液滴を吐出させる方式であってもよい。
【００５７】
＜分散媒除去工程＞
　液滴を配線形成領域全体に吐出した後、分散媒の除去を行うため、必要に応じて乾燥処
理をする。乾燥処理は、自然乾燥でも良いし、例えば、ホットプレート、電気炉等による
処理の他、ランプアニール等によって行うこともできる。ランプアニールに使用する光の
光源としては、例えば、赤外線ランプ、キセノンランプ、ＹＡＧレーザー、アルゴンレー
ザー、炭酸ガスレーザー、ＸｅＦ、ＸｅＣｌ、ＸｅＢｒ、ＫｒＦ、ＫｒＣｌ、ＡｒＦ、Ａ
ｒＣｌ等のエキシマレーザー等が挙げられる。これらの光源は一般には、出力１０～５０
００Ｗの範囲のものが用いられるが、本実施形態では１００～１０００Ｗの範囲で十分で
ある。
【００５８】
　なお、この際、分散媒の除去だけでなく、分散液を導電膜に変換するまで、加熱や光照
射の度合いを高めても差し支えない。また、乾燥処理は吐出と平行して同時に進行させる
ことも可能である。例えば、加熱した基板に吐出したり、インクジェットヘッドを冷却し
て、沸点の低い分散媒を使用したりすることにより、機能性基板への着弾直後から乾燥を
進行させることができる。乾燥後、液滴は乾燥膜となる。乾燥膜の体積は分散媒の除去に
より著しく減少しており、粘度も上昇して配線形成領域の所定の位置に固定されやすくな
っている。
【００５９】
　本実施形態により形成される導電膜は、分散液一滴の基板上に着弾後の直径とほぼ同等
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の幅で形成することが可能である。また、この線幅を維持したまま所望の膜厚を得ること
が可能である。すなわち、本実施形態によれば、バルジを生じさせることなく細線化、厚
膜化を達成することができる。したがって、本実施形態によれば、膜厚が厚く電気伝導に
有利で、断線や短絡等の不良が生じにくく、しかも微細に形成可能な導電膜配線を形成す
ることができる。
【００６０】
　次に、本発明の電気光学装置について、幾つかの例を挙げて説明する。
　まず、本発明の電気光学装置の一例である液晶装置について説明する。図４は、本実施
形態に係る液晶装置の第１基板上の信号電極等の平面レイアウトを示すものである。本実
施形態に係る液晶装置は、この第１基板と、走査電極等が設けられた第２基板（図示せず
）と、第１基板と第２基板との間に封入された液晶（図示せず）とから概略構成されてい
る。
【００６１】
　図４に示すように、第１基板３００上の画素領域３０３には、複数の信号電極３１０が
多重マトリクス状に設けられている。特に各信号電極３１０は、各画素に対応して設けら
れた複数の画素電極部分３１０ａとこれらを多重マトリクス状に接続する信号配線部分３
１０ｂとから構成されており、Ｙ方向に伸延している。また、符号３５０は１チップ構造
の液晶駆動回路で、この液晶駆動回路３５０と信号配線部分３１０ｂの一端側（図中下側
）とが第１引き回し配線３３１を介して接続されている。また、符号３４０は上下導通端
子で、この上下導通端子３４０と、図示しない第２基板上に設けられた端子とが上下導通
材３４１によって接続されている。また、上下導通端子３４０と液晶駆動回路３５０とが
第２引き回し配線３３２を介して接続されている。
【００６２】
　本実施形態では、上記第１基板３００として本発明の機能性基板を用いて、当該第１基
板３００上に設けられた信号配線部分３１０ｂ、第１引き回し配線３３１、第２引き回し
配線３３２が、それぞれ、上述したような本発明の微細パターンの形成方法によって形成
されている。本実施形態の液晶装置によれば、上記各配線類の断線や短絡等の不良が生じ
にくく、しかも、小型化、薄型化が可能な液晶装置とすることができる。
【００６３】
　次に、本発明の電気光学装置の一例であるプラズマ型表示装置について説明する。図５
は、本実施形態のプラズマ型表示装置５００の分解斜視図を示す。この実施形態のプラズ
マ型表示装置５００は、互いに対向して配置されたガラス基板５０１とガラス基板５０２
と、これらの間に形成された放電表示部５１０とから概略構成される。放電表示部５１０
は、複数の放電室５１６が集合されてなり、複数の放電室５１６のうち、赤色放電室５１
６（Ｒ）、緑色放電室５１６（Ｇ）、青色放電室５１６（Ｂ）の３つの放電室５１６が対
になって１画素を構成するように配置されている。前記（ガラス）基板５０１の上面には
所定の間隔でストライプ状にアドレス電極５１１が形成され、それらアドレス電極５１１
と基板５０１の上面とを覆うように誘電体層５１９が形成され、更に誘電体層５１９上に
おいてアドレス電極５１１、５１１間に位置して各アドレス電極５１１に沿うように隔壁
５１５が形成されている。なお、隔壁５１５においてはその長手方向の所定位置において
アドレス電極５１１と直交する方向にも所定の間隔で仕切られており（図示略）、基本的
にはアドレス電極５１１の幅方向左右両側に隣接する隔壁と、アドレス電極５１１と直交
する方向に延設された隔壁により仕切られる長方形状の領域が形成され、これら長方形状
の領域に対応するように放電室５１６が形成され、これら長方形状の領域が３つ対になっ
て１画素が構成される。また、隔壁５１５で区画される長方形状の領域の内側には蛍光体
５１７が配置されている。蛍光体５１７は、赤、緑、青の何れかの蛍光を発光するもので
、赤色放電室５１６（Ｒ）の底部には赤色蛍光体５１７（Ｒ）が、緑色放電室５１６（Ｇ
）の底部には緑色蛍光体５１７（Ｇ）が、青色放電室５１６（Ｂ）の底部には青色蛍光体
５１７（Ｂ）が各々配置されている。
【００６４】
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　次に、前記ガラス基板５０２側には、先のアドレス電極５１１と直交する方向に複数の
表示電極５１２がストライプ状に所定の間隔で形成され、これらを覆って誘電体層５１３
が形成され、更にＭｇＯ等で構成された保護膜５１４が形成されている。そして、前記基
板５０１とガラス基板５０２が、前記アドレス電極５１１と表示電極５１２を互いに直交
させるように対向させて相互に貼り合わされ、基板５０１と隔壁５１５とガラス基板５０
２側に形成されている保護膜５１４とで囲まれる空間部分を排気して希ガスを封入するこ
とで放電室５１６が形成されている。なお、ガラス基板５０２側に形成される表示電極５
１２は各放電室５１６に対して２本ずつ配置されるように形成されている。上記アドレス
電極５１１と表示電極５１２は図示略の交流電源に接続され、各電極に通電することで必
要な位置の放電表示部５１０において蛍光体５１７を励起発光させて、カラー表示ができ
るようになっている。
【００６５】
　本実施形態では、ガラス基板５０１とガラス基板５０２として本発明の機能性基板を用
い、上記アドレス電極５１１と表示電極５１２が、上述したような本発明の微細パターン
の形成方法によって形成されている。本実施形態のプラズマ型表示装置によれば、上記各
電極の断線や短絡等の不良が生じにくく、しかも、小型化、薄型化が可能なプラズマ型表
示装置とすることができる。
【００６６】
　なお、前述の電気光学装置の例では液晶装置およびプラズマ型表示装置を例示したが、
本発明の電気光学装置は上記の例に限られるものではなく、液晶装置以外にも、有機ＥＬ
素子が形成された有機ＥＬ装置や、電気泳動素子が形成された電気泳動装置、表面伝導型
電子放出素子が形成された表面電界型表示装置等にも適用できる。具体的には、前述の機
能性基板と同様の構造、プロセスをこれら電気光学装置には適用することができる。
【００６７】
　次に、本発明の電子機器の具体例について説明する。図６（ａ）は、携帯電話の一例を
示した斜視図である。図６（ａ）において、６００は携帯電話本体を示し、６０１は、上
記で図４を参照しつつ説明した液晶装置を備えた液晶表示部を示している。
　図６（ｂ）は、ワープロ、パソコン等の携帯型情報処理装置の一例を示した斜視図であ
る。図６（ｂ）において、７００は情報処理装置、７０１はキーボード等の入力部、７０
３は情報処理本体、７０２は、上記で図４を参照しつつ説明した液晶装置を備えた液晶表
示部を示している。
【００６８】
　図６（ｃ）は、腕時計型電子機器の一例を示した斜視図である。図６（ｃ）において、
８００は時計本体を示し、８０１は第４実施形態の液晶装置を備えた液晶表示部を示して
いる。
　図６（ａ）～（ｃ）に示す電子機器は、上記実施形態の液晶装置を備えたものであるの
で、配線類の断線や短絡等の不良が生じにくく、しかも、小型化、薄型化が可能となる。
【００６９】
　次に、本発明の電子機器の他の具体例として、非接触型カード媒体の実施形態について
説明する。本実施形態に係る非接触型カード媒体は図７に示すように、本実施形態に係る
非接触型カード媒体４００は、カード基体４０２とカードカバー４１８から成る筐体内に
、半導体集積回路チップ４０８とアンテナ回路４１２を内蔵し、図示されない外部の送受
信機と電磁波または静電容量結合の少なくとも一方により電力供給あるいはデータ授受の
少なくとも一方を行うようになっている。
【００７０】
　カード基体４０２として本発明の機能性基板を用いて形成されている。本実施形態の非
接触型カード媒体によれば、上記アンテナ回路４１２の断線や短絡等の不良が生じにくく
、しかも、小型化、薄型化が可能な非接触型カード媒体とすることができる。
　以上、本発明について、好適な実施形態に基づいて説明したが、本発明はこれらに限定
されるものではない。
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【００７１】
　例えば、前述した実施形態において示した各構成部材の諸形状や組み合わせ等は一例で
あって、本発明の趣旨から逸脱しない範囲において設計要求等に基づき種々変更可能であ
る。
　また、前述した実施形態では、自己組織化膜を化学気相成長法により形成するものとし
て説明したが、自己組織化膜の形成方法はこれに限定されない。例えば、自己組織化膜は
、液相から形成されるものであってもよい。例えば、原料化合物を含む溶液中に基板本体
を浸漬し、洗浄、乾燥することで基板本体上に自己組織化膜を形成してもよい。
　また、前述した実施形態では、薄膜パターンの形成時における液滴の吐出を、インクジ
ェット方式で行うものとして説明したが、液滴の吐出方法はこれに限定されない。
【実施例】
【００７２】
　（実施例１）
　＜サンプルＮｏ．１－１～Ｎｏ．１－４＞
　金を蒸着したシリコン基板（以下、単にシリコン基板と呼ぶ）を用意し、有機洗浄を行
った。具体的には、シリコン基板をアセトンに浸しての超音波洗浄を５分間×２回行った
。その後、シリコン基板をプロパノールに浸して超音波洗浄を５分間×２回行った。その
後シリコン基板を取り出し、ドライエアーにより基板を乾燥させた。
【００７３】
　次に、シリコン基板に酸素プラズマ処理を行った。具体的には、市販のプラズマ処理装
置を用い、基板温度：２５℃、雰囲気温度：２５℃、酸素ガス（処理ガス）の流量：１０
０ｓｃｃｍ、圧力：１×１０－１Ｐａ、ＲＦ強度：０．０５Ｗ／ｃｍ２の条件でプラズマ
放電を行った。酸素プラズマ処理時間は１０分である。
　酸素プラズマ処理が施されたシリコン基板上の金表面にフッ素チオールで表面処理を行
い、自己組織化膜を形成し、機能性基板を得た。この表面処理は、フッ素チオールとして
の、２－パーフルオロデシルエタンチオール（ＣＦ３(ＣＦ２)９（ＣＨ２）ＳＨ）のクロ
ロホルム溶液（０．１ｍｍｏｌ）に、酸素プラズマ処理が施されたシリコン基板を浸漬す
ることにより行った。浸漬時間は、表１に示すようにした。
【００７４】
　＜サンプルＮｏ．１－５～Ｎｏ．１－８＞
　金を蒸着したシリコン基板（以下、単にシリコン基板と呼ぶ）を用意し、有機洗浄を行
った。具体的には、シリコン基板をアセトンに浸しての超音波洗浄を５分間×２回行った
。その後、ガラス基板をプロパノールに浸して超音波洗浄を５分間×２回行った。その後
ガラス基板を取り出し、ドライエアーにより基板を乾燥させた。
【００７５】
　次に、シリコン基板にＵＶオゾン処理を行った。具体的には、市販のオゾンＵＶ処理装
置を用い、紫外線強度：１０ｍＷ／ｃｍ２（２５４ｎｍ）条件でＵＶオゾン処理を行った
。ＵＶオゾン処理時間はいずれも１０分である。
　その後、ＵＶオゾン処理が施されたシリコン基板上の金表面にフッ素チオールで表面処
理を行い、自己組織化膜を形成し、機能性基板を得た。この表面処理は、フッ素チオール
としての、２－パーフルオロデシルエタンチオール（ＣＦ３(ＣＦ２)９（ＣＨ２）ＳＨ）
のクロロホルム溶液（０．１ｍｍｏｌ）に、ＵＶオゾン処理が施されたシリコン基板を浸
漬することにより行った。浸漬時間は、表１に示すようにした。
　以上のようにして作製された機能性基板について、後述する実施例２で用いる液体の液
滴との接触角（静止接触角、後退接触角、前進接触角）を測定した。その結果を表１に示
す。
【００７６】
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【表１】

【００７７】
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　表１に示すように、所定の条件で第１の工程、第２の工程を行うことにより、後退接触
角、前進接触角、静止接触角が所定の関係を満足するような機能性基板が得られた。
　（実施例２）
　前記実施例１で製造した各機能性基板を用いて、ポリフルオレン誘導体のトルエン溶液
を、各機能性基板上にスピンコートにより塗布し、その後、乾燥（トルエン除去）した。
【００７８】
　以上のようにしてポリマー溶液が塗布された基板表面に、ポリマー膜が形成されている
かどうかを確認した。具体的には、ピンセットを用いてポリマー膜に傷をつけ、めくるこ
とにより、基板上に膜が形成されているかどうかを確認し、以下のような３段階の基準に
従い評価した。
　　○：均一な膜厚のポリマー薄膜が好適に形成できている。
　　△：ポリマー薄膜が島状に形成されており、均一な膜厚を有していない。
　　×：ポリマー薄膜が全く形成されていない
　　これらの結果を表２に示す。
【００７９】
【表２】

【００８０】
　表１および表２から明らかなように、本発明の機能性基板を用いた場合、均一な膜厚を
有する薄膜を形成することができた。これに対し、比較例の機能性基板では、薄膜を好適
に形成することができなかった。
　（実施例３）
　＜サンプルＮｏ．３－１～Ｎｏ．３－４＞
　ガラス基板を用意し、有機洗浄を行った。具体的には、ガラス基板をアセトンに浸して
の超音波洗浄を５分間×２回行った。その後、ガラス基板をプロパノールに浸して超音波
洗浄を５分間×２回行った。その後ガラス基板を取り出し、ドライエアーにより基板を乾
燥させた。
【００８１】
　次に、ガラス基板に酸素プラズマ処理を行った。具体的には、市販のプラズマ処理装置
を用い、基板温度：２５℃、雰囲気温度：２５℃、酸素ガス（処理ガス）の流量：１００
ｓｃｃｍ、圧力：１×１０－１Ｐａ、ＲＦ強度：０．０５Ｗ／ｃｍ２の条件でプラズマ放
電を行った。酸素プラズマ処理時間は１０分である。
　その後、酸素プラズマ処理が施されたガラス基板上にシランカップリング剤処理を行い
、自己組織化膜を形成し、機能性基板を得た。この表面処理は、シランカップリング剤と
してＦＡＳ１７(（Heptadecafluoro-1,1,2,2-tetra-hydrodecyl）tri methoxy silane)を
用い、ガラス基板と、ＦＡＳ１７を入れた容器とを同じ密封容器に入れ、オーブンで１２
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Ｓ１７が蒸気となってガラス基板表面に化学吸着し、自己組織化膜が形成された。
【００８２】
　以上のようにして得られた機能性基板上に、銀コロイドインク（分散液）を用いてイン
クジェット法による導電性配線（設計線幅：２５μｍ）の描画を試みた。分散液を構成す
る分散媒としてはテトラデカンを用いた。また、分散液中の分散質の平均粒径は１０ｎｍ
であった。また、液滴の吐出量は１ｄｏｔがおよそ２ｐｌ（平均粒径：１５．６μｍ）で
あった。また、分散液の粘度は３ｍＰａ・ｓであった。また、分散液の表面張力は、０．
０４０Ｎ／ｍであった。
　その後、加熱により、分散媒を除去することにより、銀で構成された微細パターンとし
ての導電性配線の形成を試みた。
【００８３】
　＜サンプルＮｏ．３－５～Ｎｏ．３－８＞
　ガラス基板を用意し、有機洗浄を行った。具体的には、ガラス基板をアセトンに浸して
の超音波洗浄を５分間×２回行った。その後、ガラス基板をプロパノールに浸して超音波
洗浄を５分間×２回行った。その後ガラス基板を取り出し、ドライエアーにより基板を乾
燥させた。
【００８４】
　次に、ガラス基板にＵＶオゾン処理を行った。具体的には、市販のオゾンＵＶ処理装置
を用い、紫外線強度：１０ｍＷ／ｃｍ２（２５４ｎｍ）の条件でＵＶオゾン処理を行った
。ＵＶオゾン処理時間は、表３に示すようにした。
　その後、ＵＶオゾン処理が施されたガラス基板上にシランカップリング剤処理を行い、
自己組織化膜を形成し、機能性基板を得た。この表面処理は、シランカップリング剤とし
てＦＡＳ１７(（Heptadecafluoro-1,1,2,2-tetra-hydrodecyl）tri methoxy silane)を用
い、ガラス基板とＦＡＳ１７を入れた容器とを同じ密封容器に入れ、オーブンで１２０℃
に加熱することにより行った。加熱時間は表３に示すようにした。これにより、ＦＡＳ１
７が蒸気となってガラス基板表面に化学吸着し、自己組織化膜が形成された。
【００８５】
　以上のようにして得られた機能性基板上に、サンプルＮｏ．３－１～Ｎｏ．３－４と同
様にして、銀コロイドインク（分散液）を用いてインクジェット法による導電性配線（設
計線幅：２５μｍ）の描画を試み、その後、加熱により、分散媒を除去することにより、
銀で構成された微細パターンとしての導電性配線の形成を試みた。
　上記の各機能性基板について、導電膜配線の形成状態を観察し、以下のような４段階の
基準に従い評価した。
【００８６】
　　◎：バルジが発生することなく、断線やショートのない導電膜配線を好適に形成する
　　　　ことができた。
　　○：バルジの発生がわずかに認められたが、断線やショートのない導電膜配線を形成
　　　　することができた。
　　△：バルジの発生が認められ、形成された導電膜配線について断線やショートが見ら
　　　　れた。
　　×：導電膜配線の形成ができなかった。
　これらの結果を、各機能性基板についての、銀コロイドインクの液滴との接触角（静止
接触角、後退接触角、前進接触角）の測定値、導電膜配線の厚さ、線幅とともに、表３に
示す。
【００８７】
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【表３】

【００８８】
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　表３から明らかなように、本発明では、均一な膜厚、線幅の微細パターン（導電膜配線
）を形成することができた。これに対し、比較例では、微細パターンを好適に形成するこ
とができなかった。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】本発明に係る機能性基板の表面状態を模式的に示す図である。
【図２】前進接触角、後退接触角および静止接触角を説明する図である。
【図３】自己組織化膜形成処理装置の概略構成図である
【図４】本発明に係る液晶装置の第１基板上の平面図である。
【図５】本発明に係るプラズマ型表示装置の分解斜視図である。
【図６】本発明に係る電子機器で（ａ）は、図４に示す液晶表示装置を備えた携帯電話の
一例を示す図、（ｂ）は、図４に示す液晶表示装置を備えた携帯型情報処理装置の一例を
示す図、（ｃ）は、図４に示す液晶表示装置を備えた腕時計型電子機器の一例を示す図で
ある。
【図７】本発明に係る非接触型カード媒体の分解斜視図である。
【図８】バルジと断線、短絡との関係について説明する図である。
【符号の説明】
【００９０】
　１…機能性基板　１０…基板本体　２０…自己組織化膜　９０…液滴　３０…ＦＡＳ処
理装置　３１…チャンバ　３２…基板ホルダ　３３…容器　３４…開口部　３００…第１
基板　３０３…画素領域　３１０…信号電極　３１０ａ…画素電極部分　３１０ｂ…信号
配線部分　３３１…第１引き回し配線　３３２…第２引き回し配線　３４０…上下導通端
子　３４１…上下導通材　３５０…液晶駆動回路　４００…非接触型カード媒体　４０２
…カード基体　４０８…半導体集積回路チップ　４１２…アンテナ回路　４１８…カード
カバー　５００…プラズマ型表示装置　５０１…ガラス基板　５０２…ガラス基板　５１
０…放電表示部　５１１…アドレス電極　５１２…表示電極　５１３…誘電体層　５１４
…保護膜　５１５…隔壁　５１６…放電室　５１６（Ｒ）…赤色放電室　５１６（Ｇ）…
緑色放電室　５１６（Ｂ）…青色放電室　５１７…蛍光体　５１９…誘電体層　６００…
携帯電話本体　６０１…液晶表示部　７００…情報処理装置　７０１…入力部　７０２…
液晶表示部　７０３…情報処理本体　８００…時計本体　８０１…液晶表示部　Ａ１～Ａ
４…導電膜配線　Ｂ１～Ｂ３…バルジ　Ｘ１…短絡部　Ｘ２…断線部
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【図７】 【図８】
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